
ー
ス
も
あ
り
ま
す
の
で
、
専
門
家
の

ア
ド
バ
イ
ス
を
受
け
て
く
だ
さ
い
」

　

家
族
信
託
は
税
理
士
や
司
法
書
士

で
も
よ
く
理
解
し
て
い
な
い
人
が
多

く
、
実
績
の
あ
る
専
門
家
に
依
頼
す

る
こ
と
が
カ
ギ
と
な
り
ま
す
。
関
心

が
あ
る
方
は
家
族
信
託
普
及
協
会
に

相
談
し
て
み
る
と
い
い
で
し
ょ
う
。

す
」
と
宮
田
さ
ん
。

　

こ
れ
に
対
し
て
家
族
信
託
で
は
、

信
託
契
約
を
結
び
、
受
託
者
に
物
件

を
管
理
・
運
営
す
る
権
限
を
与
え
て

お
く
こ
と
で
、
オ
ー
ナ
ー
（
委
託
者
）

が
認
知
症
に
な
っ
て
も
、
オ
ー
ナ
ー

の
「
想
い
」
に
基
づ
い
た
積
極
的
な

資
産
運
用
・
組
み
換
え
・
建
て
替
え
・

相
続
対
策
な
ど
が
実
行
で
き
ま
す
。

　

こ
の
他
、
遺
言
で
は
で
き
な
い
二

次
相
続
以
降
の
資
産
承
継
先
を
指

定
し
た
り
、
共
有
相
続
に
対
す
る
紛

争
を
予
防
し
た
り
と
（
ケ
ー
ス
２
・

３
参
照
）、
家
族
ご
と
に
よ
り
良
い

仕
組
み
を
作
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
「
大
事
な
の
は
資
産
を
ど
う
し
た
い

の
か
を
家
族
み
ん
な
で
話
し
合
い
、 

家
族
全
員
が
納
得
す
る
こ
と
で
す
。

家
族
信
託
で
は
な
く
、
遺
言
や
成
年

後
見
制
度
が
適
し
て
い
る
と
い
う
ケ 

　

家
族
信
託
で
登
場
す
る
の
は
基
本

的
に
以
下
の
３
者
。
財
産
を
委
ね
る

側
が
「
委
託
者
」、
財
産
を
託
さ
れ
、

管
理
・
処
分
す
る
の
が
「
受
託
者
」、

財
産
の
運
用
で
得
た
利
益
を
受
け
取

る
人
が「
受
益
者
」で
す
。左
ペ
ー
ジ

の
ケ
ー
ス
１
が
わ
か
り
や
す
い
例
で

し
ょ
う
。
メ
リ
ッ
ト
は
、
オ
ー
ナ
ー

（
委
託
者
）の
健
康
状
態
に
影
響
を
受

け
な
い
財
産
管
理
や
相
続
の
仕
組
み

を
作
れ
る
こ
と
で
す
。

　
「
従
来
、
認
知
症
後
の
対
応
と
し
て

は
成
年
後
見
制
度
が
あ
り
ま
し
た
。

し
か
し
、
こ
の
制
度
は
裁
判
所
へ
の

定
期
的
な
報
告
や
後
見
人
へ
の
報
酬

な
ど
、
精
神
的
に
も
金
銭
的
に
も
大

き
な
負
担
が
あ
り
ま
す
。
さ
ら
に
、

あ
く
ま
で
本
人
の
利
益
を
守
る
こ
と

が
目
的
な
の
で
、
積
極
的
な
運
用
や

相
続
対
策
は
制
限
さ
れ
て
し
ま
い
ま

一般社団法人家族信託普及協会の代表理事として、
家族信託の認知と普及、専門家の育成に携わる。また、
家族信託を活用した財産管理と資産承継のための情
報サイト「個人信託・家族信託研究所」を主宰している
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父親を「委託者」兼「受益者」、息子を「受
託者」として信託契約を締結。父親が元気
なうちは、父親のサポートを受けながら息
子が賃貸経営を行い、賃料収入から毎月生
活費を父親に支給します。もし父親が認知
症になっても息子は承諾や確認を要せずに
賃貸経営を継続することができ、積極的な
資産運用や資産組み換え、相続対策なども
息子主導で行うことができます。

３人の均等な共有名義にして相続すると、処
分や建て替えの際に意見がまとまらず、揉め
る可能性が。そこで長男を「受託者」として、
父親を「受益者」に、父親が亡くなった後は
３兄弟を「受益者」にする信託契約を結び
ます。こうすることで次男・三男にも賃料収
入を平等に配当しつつ、長男の意思のみで
マンションの管理運営・修繕・売却などを進
めることが可能となります。

長男がアパートを相続した後、長男妻が次男
に遺贈する遺言書を書かなければ、このア
パートは「長男→長男妻→妻親族」と、妻
の親族側に渡ることになってしまいます。そ
こで、孫（次男の子）を「受託者」、「受益
者」の順番を「父親→長男→長男妻」とす
る信託契約を締結。妻の死亡により信託が
終了し、残余財産の帰属先を孫に指定すれ
ば、財産の流出を防ぐことができます。

家族信託の確実な実
行を担保するため「信
託監督人」を設置す
る場合もある


